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３ 就学後のフォローアップと「学びの場」の柔軟な見直し 

(１) 就学後のフォローアップ 

    教育支援は，就学先が決定したら終わるものではありません。就学後

も保護者に寄り添いながら一貫した教育支援を行うことが大切です。特

に，市町村の教育支援（就学相談）委員会は該当児童生徒の支援にかか

わる情報をもっているので，それを判断報告書等に記載して就学先に伝

えるのはもちろん，保護者の了解の下，就学先である小中学校の担当者

との支援会議等を開き，直接，支援情報を伝えることも有効です。 

    就学直後は，なかなか環境に慣れず，本人・保護者ともに精神的に不

安定になる様子も見られます。そうした保護者の精神面での支えとなる

ことも教育支援（就学相談）委員会の重要な役割です。状況に応じて教

育相談等の機会を設定し，保護者の不安感を少しでも減らすように努め

ましょう。 

    また，市町村教育委員会から支援情報を受け取った小中学校は，特別

支援教育コーディネーターや校内教育支援（就学相談）委員会が，中心

となって支援情報を生かして校内の支援体制を整備します。 

   ① 学級づくり 

本人が自分の力を最大限発揮するためには，本人とその周りとの関係

性がとても重要な要素となります。つまり，本人が所属する学級に「自

分も思い切りやりたい」と思える雰囲気や，やり終えたときに「よくや

ったね」と，ともに認め合える環境があるかということが大切になりま

す。 

その学級が，子どもにとって達成感や成就感が得られる場であるか，

ほめられ認められる場であるか，安心でき存在感が感じられる場である

かということが重要です。それらのことがあるか否かによって，子ども

たちの感じる困難さは大きくもなり小さくもなります。 

② 交流及び共同学習  

「学びの場」を特別支援学校に決めた場合，居住地の同年代の友だち

とのかかわりが少なくなります。子どもの社会参加を促す視点から，居

住地の同年代の友だちとのかかわりは，本人・保護者のニーズに応じて

確保することが必要であり，それが，合理的配慮の一つにもなります。 

地域の子どもは地域で育てる視点からも，居住地校等との交流及び共

同学習については，市町村教育委員会や小中学校，特別支援学校間の連

携について工夫する必要があります。 

例えば，「副学籍」は，工夫の一例です。法令上の学籍は特別支援学
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校にあるのですが，居住地校にも副次的な籍を設けることで積極的に交

流を行おうとする制度で，市町村教育委員会が主体となって進めていま

す。具体的には，特別支援学校に在籍する子どもの下足箱・座席の設置，

学級名簿への記載を居住地校において行う等の取組があります。 

これらは子ども同士や支援者同士が，互いの違いを認め合いつつ，と

もに暮らしていける豊かな地域づくりにつながると考えられています。 

同じ小中学校内で，特別支援学級に在籍する子どもと通常の学級に在

籍する子どもについても，同様の趣旨から，交流及び共同学習を積極的

に進めましょう。 

 

(２) 「学びの場」の柔軟な見直し 

就学時に決定した「学びの場」は，小学校６年間と中学校３年間，ずっ

と同じというものではありません。子どもの発達の程度や適応の状況，学

習環境の変化等に応じて，柔軟に変更することが可能です。子どもの実態

に合わせて，小中学校から特別支援学校への転学，または特別支援学校か

ら小中学校への転学といったように，双方向での転学等ができることを関

係者は十分理解しておく必要があります。 

その際，重要になるのが，個別の教育支援計画（Ｐ30 参照）と校内教

育支援（就学相談）委員会です。 

   ① 個別の教育支援計画を基に 

     個別の教育支援計画には，本人の障がいの状態や教育的ニーズ，支

援の内容等が記載されています。それを基に支援の内容や教育課程，

本人の育ち等について関係者が話し合い，見返すための支援会議等を

継続的に開催することが大切です。そして，その中で記載されている

内容と本人の実態がかけ離れているようであれば，「学びの場」の見直

しも視野に入れて話し合いを進めることが必要になります。 

   ② 校内教育支援（就学相談）委員会を中心に 

     「学びの場」の見直しは，就学に関する内容なので，校内教育支援

（就学相談）委員会が中心となって会議等を進めます。校内教育支援

（就学相談）委員会では，個別の教育支援計画を基にそれぞれの場に

どのような教育課程があり，どのような支援が受けられ，どのような

育ちが期待できるのか等について，専門家の意見も聞きながら検討を

重ね，就学先について慎重に判断をしていきます。 

 

     通常，就学先の変更については，校内教育支援（就学相談）委員会
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から，市町村教育委員会に資料を上げ，市町村の判断によって就学先

の変更が認められます。 

     しかし，児童生徒の状態によって急を要する場合には，校内教育支

援（就学相談）委員会に市町村の専門家チームが参加するなどして，

市町村教育委員会の承諾のもと，校内教育支援（就学相談）委員会の

機能を拡大させることによって，校内教育支援（就学相談）委員会の

決定を市町村教育委員会の決定として扱うこともできます。 

     そのようなことも十分踏まえた上で，継続的に支援会議や校内教育

支援委員会を開催することが大切です。 

 

 (３) 特別支援学校から小中学校への転学 

   就学後の継続した教育相談や支援会議の中で，子どもの発達の程度や

適応の状態から考えて「学びの場」や教育課程を，より適切なものに変

更した方がよいと考えられる場合は，校内教育支援（就学相談）委員会

を開催し，新しい「学びの場」や教育課程について検討します。  
※ 基本的には，入学前の教育相談や就学判断と同じように，時間をかけ

て丁寧に進めます。必要に応じて，学校見学や体験入学等を行う場合も

あります。  
※ 特別支援学校から小中学校等へ転学する場合は，本人の状態によって，

以下の２通りが考えられます。  
① 治療や訓練，学習等により，障がいそのものが改善し，学校教育法

施行令第 22 条３に該当しなくなった場合（視覚障害者等でなくなった

場合）。  
② 本人の障がいの状態そのものに変わりはないが，支援の内容や地域

における体制整備の状況等の変化により，小中学校への就学が適当で

あると考えられる場合（認定特別支援学校就学者でなくなった場合）。 
 

     市町村教育委員会は，①の場合については，速やかに就学する学校と

入学期日を指定して保護者と小中学校に通知します。  
     ②の場合については，市町村教育支援（就学相談）委員会で，本人の

状態や地域の体制整備の状況を踏まえ，本人・保護者の意見や専門家の

意見を聞きながら就学先について総合的に判断します。  
場合によっては，「やはり，特別支援学校に就学することが適当である」

という判断が出る場合もあります。その場合，引き続き元の特別支援学校

に就学します。  
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事例によっては，本人の状態等によって至急判断が求められる場合があ

ります。このような場合には，定例の市町村教育支援（就学相談）委員会

での判断にとらわれず，専門家チーム等の判断を参考に市町村教育委員会

が適切な時期に「学びの場」を決定することも可能です。  
 

(４) 小中学校間の転学  
「学びの場」や教育課程の判断には，本人の発達の程度や適応の状況だ

けでなく，学校環境等地域の体制整備の状況も合わせた総合的判断が必要

です。このことから考えると，小中学校間での転学に際しては，新たに子

どもを受け入れる学校の市町村教育委員会が，就学後の状況を基に，「学

びの場」や教育課程について，改めて総合的に判断することが望ましいと

言えます。  
また，転出する学校で実施していた合理的配慮について，転入する学校

で実施可能かどうかについても，保護者及び双方の地域の専門家チームや，

学校関係者間で，事前に相互参観や体験入学等を通し，確認しておくこと

が大切です。  
同様に，転入後の「学びの場」や教育課程についても，転入を受け入れ

る前に，転出する学校での状況を踏まえ，本人・保護者と受け入れる学校

間とであらかじめ確認しておく必要があります。  
 

 (５) 小中学校内での「学びの場」や教育課程の変更  
基本的な判断の流れは，入学前の教育相談や就学判断と同じ流れで取り

組みます。  
ただし，さらに適切な支援を行うために，より実際的に「学びの場」や

教育課程を変更する場合として，以下の３通りがあります。  
① 特別支援学級から通級による指導に変更する場合  
② 特別支援学級から通常の学級に変更する場合  
③ 通級による指導から通常の学級に変更する場合  
 
上記の３通りについては，校内教育支援（就学相談）委員会が中心と  

なって，「学びの場」や教育課程の変更について判断します。その際，市

町村教育委員会の専門家チーム等による継続された支援会議や教育相談

での内容（本人の発達の程度や適応の状況，校内の体制整備の状況等）を

参考にします。  
   校内教育支援（就学相談）委員会の判断を基に，学校長が「学びの場」
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や教育課程の変更を決定し，市町村教育委員会に報告します。  
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

【学びの場・教育課程の変更の流れ】 

 １ 専門家チーム等による継続された教育相談  
 ２ 教育相談の中で障がいの状態と「学びの場」の判断，保護者との

合意形成  
 ３ 校内教育支援（就学相談）委員会による「学びの場」の判断  
 ４ 学校長が「学びの場」を決定  
 ５ 学校長が市町村教育委員会に「学びの場」の変更を報告  

 

【自閉症・情緒障害特別支援学級から通常の学級への変更】

自閉症・情緒障害特別支援学級（以下，自情障学級）に在籍する子どもが，

交流及び共同学習として，通常の学級で学ぶ場合には，支援のあり方につい

て慎重な検討が必要です。

特に，自情障学級で学ぶ時間数が，週８時間以内で，その他を通常の学級

で学んでいる事例は，「学びの場」や教育課程について見返すことが必要とな

ります。もちろん，週８時間以内であっても，本人の発達の程度や適応の状

況から，自情障学級に在籍することが必要という場合もあります。

週時間数のみで考えるのではなく，「本人が自分の力を最大限発揮し，達成

感や満足感を味わいながら生きる力を身に付けられる場所はどこか」という

視点をもって検討を重ねることが大切です。

校内教育支援（就学相談）委員会の検討においては，週時間数を一つの目

安として，学習の内容や支援の状況，取組の期間等，本人の状況と学校環境

等も含めて総合的に判断することになります。

コ ラ ム ２
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 ＬＤ等通級指導教室の利用について，小学校１年生で始め，３年生で終了し

た事例を紹介します。  
 

友だちとのトラブルが多い子どもへの指導

～人とのかかわりを楽しめることを大切にして～

 
 小学校入学当初から動きが激しく，全体への指示が入りにくいタケルさん。

教室内を歩き回ったり，机に座ったりすることが多く，担任がふと目にを離し

た隙に廊下に出て，水飲み場やトイレに行くこともありました。また，勝ち負

けに対するこだわりが強く，自分の非を認めないところがあったため，友だち

とのトラブルが多い毎日でした。  
 
 保育園の頃から市町村の就学相談室で適切な就学のあり方が検討されてはい

ましたが，入学後に「通級による指導」が適切であると判断され，６月から週

に２時間の指導を開始しました。通級指導教室の担当，通常の学級の担任，保

護者が連絡を取り合いながら，スモールステップで課題を克服していきました。 
   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

就学相談（判断）の事例 １

【入学当初】 
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 重度重複障がいのある子どもの就学先に係る判断は，今後，丁寧な検討が必

要となってくる分野であると考えられます。  
なぜなら，合意形成にあたっては，インクルーシブ教育の理念の下，「障害の

ある子供と障害のない子供が，できる限り同じ場で共に学ぶことを目指すべき

であり，その場合にはそれぞれの子供が，授業内容が分かり，学習活動に参加

している実感・達成感をもちながら，充実した時間を過ごしつつ，生きる力を

身に付けていけるかどうかが最も本質的な視点である」（『教育支援資料』平成

25 年 10 月文部科学省初等中等教育局特別支援教育課）ことを踏まえ，検討して

いく必要性が特に高いと考えられるからです。  
一緒に考えていただくきっかけになることを願い，事例を紹介します。  

 
重度重複障がいのある子の就学相談（判断）

～特別支援学校間の連携を生かして～

 
 ヨシコさんは，生後間もなく，気管狭窄症のため手術入院。２年間の入院後，

母子通園施設を経て，盲学校の早期支援教室を利用しました。  
 食事はミキサー食を少量経口摂取でき，残りは胃ろうからの注入を行います。 
 視力は両眼で 0.2 の測定値ですが，家や教室など，慣れた場所や好きなもの

は判別できるものが増えています。  
 聴力は正確な測定は困難ですが，好きな音には反応するようになりました。  
 熱が出やすく，体調を崩すと長引きます。  
 
 ＜障がいの状態及び診断名＞  
 ・先天性気管狭窄症  
 ・呼吸機能障害  
 ・感音性難聴（補聴器装用）  
 ・中枢性視覚障害  
 ・体幹の機能障害  
 ・発達障害（自閉症スペクトラム）  
 
 
 

 

就学相談（判断）の事例 ２
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（１）盲学校幼稚部からの相談（年長時６月）                         

就学にあたり，ヨシコさんにとって適切な教育を受けられる学校を選択し

たいという保護者の願いを受け，相談が始まりました。障がいが重複してい

る子どもであることから，盲学校，ろう学校，知的障害特別支援学校が，就

学先の候補となりました。 

 
（２）知的障害特別支援学校見学及び相談（６月中旬）                

ヨシコさんと両親で小学部の生活の様子を見学しました。大きな集団での

生活経験がないので，本人も両親もやや不安を感じたようです。 

 

（３）ろう学校見学及び相談（７月中旬）                   

両親は，少人数で聞こえについての専門的な支援が受けられることは，よ

いと感じました。 

 

（４）盲・ろう・知的障害特別支援学校間の情報共有（７月中旬）                   

課題として話題になったことは以下のとおりです。 

   ・医療的ケアへの対応  

   ・ヨシコさんに合った教育課程の検討（集団，専門性の提供，内容 等） 

   情報共有後，各校ごとに課題を再検討しました。 

 

（５）両親と３校との相談（９月中旬）                    

ヨシコさんが体調を崩したこともあり，相談がなかなか進まない時期があ

りました。 

   その間，両親は悩むことが多かったため，在籍している盲学校幼稚部の

担任が両親の迷いに寄り添い，その都度，３校間で情報を共有しました。 

   ３校の教育相談担当者は各学校で検討した結果を保護者に伝えました。 

いずれの学校へ入学しても，ヨシコさんの様子や教育的ニーズの変化に合

わせて，それぞれの専門性を合わせることが必要であるということは，両親

も理解していました。１校に絞らなければならない難しさは誰もが感じてい

ました。 

 

（６）両親の意向確認（10 月中旬）                     

   ろう学校担当者からの情報を基に，知的障害特別支援学校の教育相談担

当者も同席し，保護者の意向（知的障害特別支援学校に就学）を確認しま

した。 
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   保護者からは，自閉症への専門的な支援とともに，大勢の友だちと元気

に過ごしてほしいという願いが語られました。また，ヨシコさんを取り巻

く家族の生活バランスも考慮していることが分かりました。 

   ろう学校とも情報を共有し，今後も３校で協力しながら，支援を工夫す

ることを，保護者も希望していました。 

 

（７）教育支援（就学相談）委員会への資料作成                      

資料には，知的障害，聴覚障害，視覚障害，医療的ケアが必要なお子さん

であることを明記し，就学後の連携と就学先の変更も含めた，継続的な教育

支援が必要であることも記しました。 

 

（８）入学準備                               

   ヨシコさんの体調の安定を最優先しながら，入学までの期間に体験学習

を繰り返していきました。 

   場所に慣れれば自ら移動できる範囲も広がるという，伸びてきている力

を手がかりに，できるだけ安心して入学できることを考えていきました。 

   医療的ケアについても，校内の学校保健委員会と連携しながら，体制を

整えていきました。 

 
（９）取組から見えてきたこと                        

・重複障がいの主障がいの分析に労するよりは，子どもの全体像をとらえ，

生活全体を整えながら，その都度，必要性に応じて専門性を提供すること

が，その子らしい自立と社会参加につながると考えられます。 

・保護者と関係者がともに迷い，ともに喜び合いながら，継続してじっくり

考え続けることが，その時点で最も納得できる判断へとつながります。 


